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〔２０２５年（令和７年）４月１日付 組織整備に合せた人事異動について〕 

 

１ 発令 

２０２５年（令和７年）４月１日付 

 

２ 人事異動の基本的な考え方 

人事異動については、「福山市人材育成基本方針」に基づき、職員を適材適所に配置

し、新たな行政ニーズに的確に対応できる体制の構築に努めた。 

また、少子高齢化や人口減少が進む中にあっても、未来に希望を持ち、市民が安心し

て暮らせるよう、新年度においては、「戦略的な地域の拠点づくり」、「こども・若者

・高齢者が笑顔で暮らせる社会づくり」、「都市の発展を支える基盤づくり」を３つの

柱に据え、これらを支える基盤となる備後圏域の連携強化にも注力し、地域の創生に向

けた新たな「５つの挑戦」の実現に向けた体制の充実や強化に努めた。 

 

〇計画的な人事異動を行い、組織の活性化と主体的なキャリア形成につなげる。 

〇女性職員の積極的な登用を行う。 

〇時代の変化に対応した政策の立案、実施や横断的な連携を行うことができるようメリ

ハリのきいた人員配置を行う。 

 

３ 異動の規模 

異動の規模は、中規模（９７７名）となった。 

 

４ 具体的な対応 

(1) 地域拠点形成の推進体制の強化 

「（仮称）地域の拠点づくり戦略」を策定するとともに、各地域の中に新たな価値

を見出す「地域の拠点づくり」を推進するため、総務省からの派遣を受け、新たに地

域拠点形成推進部長を配置するとともに、地域拠点形成推進部へ参与を配置する。ま

た、新たに地域拠点形成推進課へ主幹を配置するとともに、担当次長２名を配置し、

地域拠点形成の推進体制を強化する。 

 

(2) ネウボラセンターの開設に向けた推進体制の強化 

子育てに係る相談・支援の窓口を一本化するネウボラセンター開設に向けた準備を

推進するため、新たにこども企画課へネウボラセンター設置準備担当課長を配置し、

推進体制を強化する。 
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(3) （仮称）子ども未来館の開館に向けた推進体制の強化 

（仮称）子ども未来館の開館に向けた準備を推進するため、新たに企画政策部へ参

与を配置するとともに、未来館設置準備室を新設し、室長を始め職員を配置し、推進

体制を強化する。 

 

(4) 福山駅周辺の再生に向けた推進体制の強化 

駅前広場の再整備を始め福山駅周辺のにぎわい再生を推進するため、新たに福山駅

周辺再生推進部へ参与を配置し、推進体制を強化する。 

なお、福山駅周辺再生推進部参与は、地域拠点形成推進部参与が兼務する。 

 

(5) 空き家対策の推進体制の強化  

空き家の所有者への支援強化を始め空き家対策を推進するため、新たに建築指導課

へ空き家対策担当次長を配置し、推進体制を強化する。 

 

(6) 総務局参事（法務担当）の配置  

職員の政策法務能力の向上を図るとともに、訟務事務等におけるリスクマネジメン

トを強化するため、新たに総務局へ法務担当参事を配置する。 

 

(7) 広島県との連携 

本市の重点政策について、広島県と連携し継続的に推進してくため、引き続き福山

駅周辺再生推進課、こども企画課及び学校教育部へ職員の派遣を受ける。 

 

(8) 備後圏域との連携の強化 

備後圏域の取組を推進するため、新たに三原市及び笠岡市へ相互に各１名を派遣し

、連携を強化する。 

 

(9) 中央省庁、広島県等への派遣 

専門的かつ実践的な実務経験を通じて人材育成を図るため、中央省庁へ４名、国土

交通省中国地方整備局へ１名、広島県へ３名の職員を派遣する。 

 

中央省庁：内閣官房 ２名、内閣府 １名、経済産業省 １名 

国土交通省 中国地方整備局 ：１名  

広島県：主事 ２名、技師 １名 
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５ 昇格者 

区分 2025(令和7)年度 2024(令和6)年度 

局長・参事 ２ 名 ０ 名 

部長・参与 ８   ４   

課長・主幹 ２６   １５   

課長補佐・専門員 １   ３   

次長・調整員 ４３   ２７   

合計 ８０   ４９   

 

【参考】（２０２５年度（令和７年度）昇格者の職名内訳） 

局長・参事 

部長・参与 

課長・主幹 

課長補佐・専門員 

次長・調整員 

２名 

８名 

２６名 

１名 

４３名 

（主事２） 

（主事６、技師２） 

（主事１８、技師８） 

（保育士１） 

（主事３０、技師６、管理栄養士２、保健師２、教諭１、指導主事１、

管理主事１） 

 

６ 女性職員の登用状況 

女性管理職については、地域拠点形成推進部長、長寿社会応援部長、まちづくり推進

部長兼地域拠点形成推進部参与など部長職４名（うち新採用１名を含む。）を、情報発

信課長、資産活用課公共施設マネジメント・PFI推進担当課長、生活福祉課生活保護第

２担当課長など課長職５名を登用する。 

（女性職員の任用状況） 

区分 局長職 部長職 課長職 合計 

2025（令和7）年度 － １４ 名 ２７ 名 ４１ 名 

2024（令和6）年度 － １０ 名 ２９ 名 ３９ 名 

 


